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○別海町中小企業担い手育成事業（人材育成事業）補助金交付要綱 

平成28年４月１日別海町訓令第20号 

別海町中小企業担い手育成事業（人材育成事業）補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、別海町中小企業振興基本条例（平成21年別海町条例第14号）第４条

第３号の規定に基づき、中小企業者に必要な人材の育成を図るための研修を受講する場

合の研修費用に対する補助金の交付について、別海町補助金等交付規則（昭和59年別海

町規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めること

を目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は、町内に主たる事業所を有する中小企業及び小規模事業者

のうち、町税の滞納がないものとする。 

（補助対象研修等） 

第３条 補助の対象となる研修は、中小企業大学校旭川校など独立行政法人中小企業基盤

整備機構が主催する研修で、前条に掲げる補助対象者の事業主又は従業員のうち、町内

に住所を有する者が受講する研修とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助の対象となる経費、回数及び金額は別表のとおりとし、予算の範囲内で交付

するものとする。ただし、他の補助金の交付がある場合は、補助対象外とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、その研修が

実施される10日前までに、補助金交付申請書（第１号様式）及び補助金交付申請額算出

調書（第２号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 雇用形態を確認できる書類の写し（事業主が受講した場合を除く。） 

(２) 町税完納証明書 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、

補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（第３号様式）により申請者に通知する。 

２ 前項の審査により、補助金を交付することが不適当と認めたときは、交付しない旨の
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決定をし、補助金不交付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知する。 

（事業計画の変更） 

第７条 補助金の交付指令を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、事業内容

に変更が生じたときは、補助金等交付変更（中止）承認申請書（第５号様式）を町長に

提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、補助事業実績報告書（第６号様

式）及び決算額調書（第７号様式）に、次に掲げる書類を添付し、速やかに町長に提出

しなければならない。 

(１) 研修の修了を証する書類の写し 

(２) 補助対象経費の支払を証する書類の写し 

(３) 補助金交付決定通知書の写し 

(４) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の確定及び請求） 

第９条 町長は、前条の規定による補助事業実績報告書の提出があった場合は、その内容

を審査の上、補助金の額を確定し、交付決定者に補助金確定通知書（第８号様式）によ

り通知するものとする。 

２ 交付決定者は、当該年度末日までに補助金交付決定通知書（第３号様式）及び補助金

確定通知書（第８号様式）の写しを添えて、町長に補助金の請求をしなければならない。 

（交付の取消し等） 

第10条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等交付指令を取消し、補

助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 事業内容に不正又はこれに付した条件に違反したとき。 

(２) 指示した費途の目的に違反して補助金を使用したとき。 

(３) その他町長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第11条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に交

付された補助金があるときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることがで

きる。 

（調査等） 
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第12条 町長は、必要があると認めたときは、補助金の交付を受けた者に対し、対象者の

雇用状況に係る帳簿等を提出させ、調査することができる。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

別表（第４条関係） 

対象経費 助成回数 助成金額 

受講料 

宿泊費 

交通費 

受講者１人につき１年度あたり１回

を限度とする。また、１企業につき

１年度あたり２名を限度とする。 

受講者１人につきその要した経費の

実費を助成する。ただし、上限額は

64,000円（64,000円を超えない場合

はその実額）とする。 

注 交通費のうち、経路一部又は全部で自家用車を使用する場合は、受講者の所在地か

ら中継地又は研修機関所在地までの一般道路を利用した最短経路１ｋｍにつき30円

を乗じて算出した金額の往復額とする。 

 


